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第１章 方針の基本的な考え方 

 

 

１－１ 計画の位置づけ 

 

 本計画は、北栄町自治基本条例及び「第２次北栄町まちづくりビジョン」がめざす「将来のあるべき姿」

の実現を、デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）により着実かつ効果的に推進するための基本理念

やめざす将来像、その実施に向けての基本方針などを明らかにするものです。 

 また、本方針は、官民データ活用推進基本法第９条第３項に基づく「市町村官民データ活用推進計画」

としても位置付けるものとします。 

（第２次北栄町まちづくりビジョンの概要） 
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１－２ 計画の期間 

 

 計画の期間は、国のデジタル社会の実現に向けた重点計画（デジタル庁、令和４年６月７日）及び自治

体（DX）推進計画（総務省、令和２年12月25日）の期限設定を踏まえ、2022年度（令和４年度）から20

25年度（令和７年度）までの４年間とします。 

 また、本町を取り巻く情勢の変化や情報化の進展等を適切に取り込んだ施策を推進するため、「第２次

北栄町まちづくりビジョン」の改訂等に合わせ、必要に応じて計画の見直しを行います。 
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北栄町自治基本条例 
（協働のまちづくりの基本的なルール） 

北栄町まちづくりビジョン 
（ 10年程度の町の歩むべき道筋） 

個別計画（様々な分野ごとに具体的な施策や事業を定めた計画） 
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●北栄町DX推進計画（本計画） 

（まちづくりへのデジタル技術活用のビジョン） 
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第２章 国・鳥取県の動向 

 

２－１ 国の動向 

 

（１）Society5.0の実現 

 Society 5.0 は、サイバー空間(仮想空間)とフィジカル空間(現実空間)を高度に融合させたシス

テムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会(Society)です。狩猟社会

(Society 1.0)、農耕社会(Society 2.0)、工業社会(Society 3.0)、情報社会(Society 4.0)に

続く、新たな社会を指すもので、国の第5期科学技術基本計画(平成28年1月22日閣議決定)におい

て、我が国がめざすべき未来社会の姿として初めて提唱されました。 

 国は、先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、経済発展と社会的課題の解決を両立して

いく世界に先駆けた超スマート社会「Society 5.0」の実現を目指しています。 

 

 

（２）デジタル田園都市基本構想の制定 

 国は、令和４年６月７日に「デジタル田園都市国家構想基本方針」を閣議決定しました。その中で「デ

ジタルは地方の社会課題を解決するための鍵であり、新しい価値を生み出す源泉。今こそデジタル田

園都市国家構想の旗を掲げ、デジタルインフラを急速に整備し、官民双方で地方におけるデジタルトラ

ンスフォーメーション（DX）を積極的に推進」し、「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を

目指すことを掲げています。 

 今後、令和４年度中に「デジタル田園都市国家構想総合戦略(仮称)」を策定、それに基づいて地方

公共団体は、新たな状況下で目指すべき地域像を再構築し、地方版総合戦略を改訂し、具体的な取

組を推進するとともに、国は、様々な施策を活用して地方の取組を支援することを掲げています。 

※デジタル田園都市国家構想基本方針概要資料から抜粋 
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・デジタル田園都市国家構想基本方針の全体像（国資料） 

 
 

 

（３） デジタル庁の設置 

デジタル社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進するため、デジタル社会の形成に関する

内閣の事務を内閣官房と共に助けるとともに、デジタル社会の形成に関する行政事務の迅速かつ重

点的な遂行を図るため、令和３年９月１日に内閣にデジタル庁が設置されました。 

 デジタル庁は「デジタル社会形成の司令塔として、未来志向のDXを大胆に推進し、デジタル時代の

官民のインフラを今後5年で一気呵成に作り上げること」、「徹底的な国民目線でのサービス創出やデ

ータ資源の利活用、社会全体のDXの推進を通じ、全ての国民にデジタル化の恩恵が行き渡る社会を

実現」すべく、取組を進めることとしています。 

※デジタル庁設置法国会説明資料及びデジタル庁組織情報から抜粋。 

 

（４） 自治体におけるDXの推進 

 国は、デジタル・ガバメント実行計画（令和２年12月25日閣議決定）において、地方公共団体におけ

るデジタル・ガバメントの推進について定めるとともに、自治体が重点的に取り組むべき事項・内容を

具体化するとともに、総務省及び関係省庁による支援策等をとりまとめ、「自治体（DX）推進計画」（総

務省、令和２年12月25日）を策定し、重点的に取り組みが必要な項目を示すとともに、「自治体DX推

進手順書」（総務省、令和３年７月７日）を定めました。 
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 また、自治体DXの取組とあわせて「すべての地域がデジタル化によるメリットを享受できる地域社

会のデジタル化を集中的に推進する」ための「地域社会のデジタル化に係る参考事例集」（総務省、令

和３年12月28日）を作成しました。 

 

（５）デジタル人材の育成 

経済産業省は社会環境・ビジネス環境の変化に対応するために、企業・組織を中心に社会全体のD

Xが加速する中で、人生100年時代を生き抜くためには、組織・年代・職種を問わず、働き手一人ひと

りが自身の責任で学び続けることが重要であるとして、働き手一人ひとりがDXに参画し、その成果を

仕事や生活で役立てるうえで必要となるマインド・スタンスや知識・スキルを示す、学びの指針「DXリ

テラシー標準」を令和４年３月に策定しました。 

 

デジタル社会の人材像 

 

※経済産業省（デジタルスキル標準）の引用 

 

２-２ 鳥取県の動向 

 

 鳥取県では、鳥取県の実情にあった鳥取県版 Society5.0 の実現を目指すことを目的として、令和

３年に「鳥取県情報技術活用推進計画 ～Society5.0 推進計画～」（計画期間：令和３年度～令和６年

度）を策定しました。 

 この計画には「様々な地域課題の解決や地域活性化の実現」を推進するとともに、国の動向を踏まえ

行政手続のオンライン提供の原則化による県民の利便性の工場やAI・RPA等の利活用による業務の効

率化等による県庁DXの推進を図ることとされており、期間は令和３年度から令和６年度までの４年間で

す。 

【重点取組事項】 

自治体の情報システムの標準化・共通化 

マイナンバーカードの普及促進 

行政手続のオンライン化 

AI・RPAの利用推進 

テレワークの推進 

セキュリティ対策の徹底 
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 また、鳥取県が最終的に目指すものは、ICTを活用した県民の豊かさの向上であり、必ずしも未来技

術の早期導入ではありません。未来技術にこだわることなく、すでに技術的に確立されたICT技術の有

効活用も視野に取組を検討し、積極的に推進することとされています。 

 本町は、鳥取県との連携を行いつつ、これらの県の方針と整合性の取れた情報化施策を推進します。 
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第３章 ＤＸ推進によりめざすまちづくり 

 

３－１ 基本方針（めざす将来像） 

 

 北栄町の将来ビジョンで掲げる「人と自然が共生し 確かな豊かさを実感するまち」の実現に向け、情

報通信技術やさまざまなデータを活用することで、地域の課題解決や町民生活の向上に資する取り組

みを進めていきます。 

 

３－２ DXに取り組む基本姿勢 

 

（１） 確かな豊かさの実感できるDXの推進 

・商工業や農林業へのデジタル技術の導入や地域内外の企業・人材との協働により、生産性の向上

や新たな商品・サービスの創出を進め、地域経済の活性化と後継者の確保を進めます。 

 

（２） 人と自然と共生するDXの推進 

・デジタル技術を通じ、エネルギー利用の効率化やごみの削減など資源利用の最適化を図り、地球

環境への優しい地域づくりを進めます。 

 

（３） 誰一人取り残さないDXの推進 

・年齢、障がいの有無、性別、国籍、経済的な理由にかかわらず、誰もがデジタル社会に参加でき、

恩恵を享受できる環境づくりを進めます。 

 

（４） 持続可能なまちづくりにつながるDXの推進 

・デジタル技術の特性を活かし、行政サービスの利便性・効率性の向上を図るとともに、協働による

地域課題の解決に取り組み、持続可能なまちづくりを進めます。 
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第４章 基本方針 

 

 人口減少・少子高齢化の進行により、産業や地域の担い手の不足や活力の低下が問題となっています。

さらには、新型コロナウィルス感染症やロシアによるウクライナ侵略など、社会情勢や人々の価値観にも大

きな変化が生じています。 

 地域の課題が増加する中、持続可能なまちづくりを進めるためには、デジタル技術の積極的な活用、特

に、これまでデジタル技術導入の利点とされていた”定型・反復的な業務への強み”だけでなく、場所や時

間等のさまざまな制約を越えて”全ての人とモノがつながり、さまざまな知識や情報が共有され、いままで

にない新たな価値を生み出す”取り組みを進めていく必要があります。 

 また、デジタル技術を導入するにあたっては、これまでの住民サービスの提供方法や、業務のやり方など

を、デジタル社会に適応する形で見直すことが必要になることもあります。 

 

 本町においては基本方針に掲げる「人と自然が共生し 確かな豊かさを実感するまち」の実現に向けて

いたずらにデジタル化の新技術を導入するのではなく、従来の技術の活用を含めて推進していきます。 

 

 取り組みにあたり「行政のＤＸの推進」「地域社会のＤＸの推進」の２つの柱に合わせて１２の項目を設定し

ます。 

 

 

【柱１】行政のDXの推進 

 

１ 取組の方針 

 

 全国共通の生活に関係の深い住民サービスやその手続きについて、情報システムの標準化・共通化

やオンライン化をはかることで、利便性の向上と業務の効率化を進めます。 

 限られた費用や人員で増大する社会課題に対応するため、AIやRPAを活用して、事務の自動化・効

率化を進め、デジタル化できないサービスへの資源の活用を進めます。 

 また、これらの基盤となる、情報セキュリティ対策の万全を図るとともに、一人ひとりを識別し、適切なサ

ービスを提供する基礎となるマイナンバーカードの普及促進を進めます。 

 

２ 主な取組 

 

① 自治体情報システムの標準化・共通化 

 

国が策定する標準仕様書に準拠した情報システム（標準準拠システム）へ移行することで自治体

の情報システムの共同利用や手続きの簡素化、迅速化及び行政の効率化を推進します。基幹２０業務

システムの標準準拠システムへの円滑な移行を図るとともに、事務処理方法の見直しを行いその他業

務のシステムは今後の運用方法の検討を進めます。本町独自に導入する情報システムはカスタマイ

ズを抑制し、併せて他自治体との共同利用についても検討を進めます。 
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【自治体情報システムの標準化・共通化】PTの取組 

  ・現行システムと標準化・共通化システムの仕様における差異の分析を行います。 
  ・差異分析に基づく業務プロセスの見直しを行い業務改革に資する取組を行います。 
  ・ガバメントクラウドへの移行を推進します。 

 

② マイナンバーカードの普及促進 

 

本町ではマイナンバーカードを早期にほぼすべての町民へ行き渡ることを目標に様々な取組を展

開しています。マイナンバーカード申請者の申請用顔写真の無料撮影や、「休日交付窓口」の開設、本

庁舎・支所において希望者に対して引き続き「マイナポイントの設定を支援」するとともに、他自治体の

事例も参考に、普及促進の取り組みを進めます。 

 

【マイナンバーカード普及促進】PTの取組 

・マイナンバーカード交付専用窓口の開設を継続します。 

・マイナンバーカード休日交付を継続します。 

・マイナンバーカード出張申請を継続します。 

・マイナンバーカード広報(毎月の町放送と町報)を継続しマイナンバーカードの普及・啓発を進めま

す。 

・マイナンバーカード申請用顔写真の無料撮影を継続します。 
・マイナポイント設定支援サービスを継続しワンストップでアクセスしやすいマイナポイント制度の利

用となるよう住民サービスの向上を図ります。 

 

③ 自治体の行政手続のオンライン化 

  

町民の利便性向上に向けて可能な限り来庁せずに必要な行政手続きを行うことができるよう環境

を整備します。利用者の視点に立って使いやすいものとするため添付書類や入力項目を簡素化でき

るよう業務手順の見直しを行います。同時に本人確認手段や手数料等の支払い手段等の検討も行い

ます。 

 

【行政手続きのオンライン化】PTの取組 

・自治体DX推進計画手順書の検証を行い適正な行政手続きのオンライン化となるよう取組みま

す。 

・各種電子申請ツールを検討し利用者の視点に立ったオンライン化の仕組みを構築します。 
・職員に対して鳥取電子申請サービス操作研修の受講を推奨し、可能な限り担当業務がオンライン

化できるよう取組みます。 

 

 

④ 自治体の AI・RPA の活用推進 

 

AI・PRAを活用した定型業務の自動化やオンライン化、リモート環境の利用促進、マイナンバーを

活用した業務の効率化、ペーパレス化の推進など、可能な工程からデジタル技術を活用した業務改革

を推進していきます。 

  

 【自治体のAI・RPAの活用推進】PTの取組 

・自治体におけるRPA活用・導入ガイドブックの検証を行い適正なRPAの導入を進めます。 

・自治体におけるAI活用・導入ガイドブックの検証を行い適正なAIの導入を進めます。 
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・AI・RPAの積極的な導入により行政改革プランに即した汎用性のある業務改革を推進します。 

 

⑤ テレワークの推進 

 

テレワーク導入事例やセキュリティポリシーガイドラインを参考に、テレワークの導入・活用を推進し

ます。現時点では業務継続を目的にテレワークを実施及び運用していますが子育て介護など職員のワ

ークライフバランスに資する取組も視野に入れ業務の見直し等に合わせ運用方法を検討します。 

 

 【テレワークの推進】PTの取組 

・適正なテレワークの導入となるようテレワーク推進のための手引きを検証します。 

・セキュリティ対策を徹底した上でテレワーク環境を構築し整備します。 
・テレワーク実施要綱を制定しその対象範囲を拡大してきます。 

 

⑥ セキュリティ対策の徹底 

 

 改定セキュリティポリシーガイドラインを踏まえ、適切にセキュリティポリシーの見直しを行い、セキュ

リティ対策を徹底します。 

 

【セキュリティ対策の徹底】PTの取組 

・改訂版セキュリティポリシーガイドラインの検証を行います。 

・北栄町セキュリティポリシーの周知を徹底して職員の情報セキュリティに係るリテラシーが向上す

るよう取組を強化します。 
・令和4年度末までに北栄町セキュリティポリシーの改訂を行い必要な場合は年次的に見直しを行

います。 

 

 

【柱２】地域社会のDXの推進 

 

１ 取り組みの方針 

 

 北栄町のまちづくりビジョンで掲げる「地域資源で稼ぎ賑わうまちづくり」「生涯学び、未来を育てるま

ちづくり」「誰一人取り残さないまちづくり」「安全で持続可能なまちづくり」「人と人とのつながりを育むま

ちづくり」「健全な財政運営」の各取り組みにデジタル技術の活用を進めます。 

 デジタル技術の活用にあたっては、「人と自然が共生し 確かな豊かさを実感するまち」の実現を念頭

に、技術の導入を優先するのではなく、町民の豊かさの実現に向け、取り組みを進めます。 

 

２ 主な取り組み 

 

※掲載の各項目は令和４年９月時点のものであり、今後、随時追加、見直しをおこなう可能性がある。  

 

① 地域資源で稼ぎ賑わうまちづくり 
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・スマート農業（自動換気システムやモニタリングシステム等）の導入支援を行い、農業の生産性の

向上と省力化を進めるとともに、魅力ある農業を後継者につなげます。 

・農業用ため池の管理に遠隔カメラ等を導入し、受益者の負担軽減と地域の安全性の向上を進め

ます。 

・農地の情報を集約し、農地の有効利用と受益者の負担軽減を進めます。 

・オンライン教育を活用し、町内事業所、事業者の人材育成や生産性の向上を進めます。 

・町内企業、事業者等のDXや経営革新等を支援する地域内外の企業・人材との連携を進め、町内

企業等の生産性の向上と新規事業の創出を進めます。 

・商工会が実施するキャッシュレス決済・地域ポイント導入支援による地域経済の活性化と地域へ

の普及支援を進めます。 

・中部観光推進機構と連携し、効果的な情報発信等により地域の魅力化を進めます。 

・インターネットやSNSを効果的に活用して国内外に北栄町の魅力を発信し、観光客の増加を進め

ます。 

 

② 生涯学び、未来を育てるまちづくり 

 

・小中学校に一人１台のタブレット端末を配置し、デジタル技術の正しい利用方法の習得とICTの活

用によるオンライン授業等を進めます。 

・オンライン教育の活用により、生涯学習のプログラムの充実と、デジタル人材の育成を進めます。

※追加 

・中央育英高校の魅力化に向け、デジタル教材を活用した学びの充実を進めます。 

・公民館におけるオンラインを活用したあらたな学びを提供するとともにオンライン会議やテレワーク

など、交流の拠点とします。 

・母子手帳アプリ、こども園での連絡用アプリの活用により、効率的な情報発信、情報交換、相談体

制を進め、安心して子育てできる環境づくりを進めます。 

・スポーツ施設等の電子予約、電子決済などの導入を進めます。 

 

③ 誰一人取り残さないまちづくり 

 

・インターネット社会における人権問題とその対応について普及、啓発を行い、誰もが安心して利用

できる環境づくりを進めます。 

・町民の孤立・孤独化を防止するために、デジタル技術を活用した見守り体制を検討します。 

・健康指導・健康管理・健診情報のデジタル化を進め、活用に進めます。（既に実施。） 

・マイナンバーと連動した病院の受診歴や投薬情報等の将来的な活用、そのための普及啓発を検

討します。 

・高齢者向けのスマートフォン教室やパソコン教室を開催し、誰もがデジタル社会の恩恵を受けられ

る環境づくりを進めます。 

・公民館等にコワーキングスペースを開設し、誰もが手軽にデジタルに触れられる環境づくりを進め

ます。 

 

④ 安全で持続可能なまちづくり 
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・家庭や事業所、地域への再生可能エネルギー等設備の導入の取り組みを推進します。 

・BEMS（※）等の導入により、公共施設の省エネルギー化を進めます。 

・電子入札システムの導入を検討します。 

・情報通信基盤の維持・管理を行い、高速化・高度化に対応していくための計画的な設備更新を進

めます。 

・ICT等の導入によるインフラの維持管理、業務の効率化を進めます。 

・デジタル技術を活用した防災情報の発信や町民等の把握する防災情報の収集による防災体制の

整備を強化します。 

・農業用ため池の管理にデジタル技術（遠隔カメラ）を導入し、受益者の負担軽減と地域の安全性

の向上を進めます。（再掲） 

・チャットアプリの活用による現地訪問時等の情報共有の効率化を進めます。 

・デジタル技術を活かし、オンラインによる会議や電子アンケートの実施など、より多くの町民の声が

町政に反映させるシステムを確立します。 

（※BEMS・・・オフィスビルや商業施設等を対象とした、電気やガスのエネルギー使用状況を「見

える化」「分析」「自動制御」する全般的なエネルギーマネージメント設備のこと。） 

 

⑤ 人と人とのつながりを育むまちづくり 

 

・審議会等へのオンライン参加の対応や電子アンケートの実施により、より多くの町民の声を町政に

反映させるよう進めます。 

・広報物の作成にあたっては、QRコードなどのデジタル技術を活用したわかりやすい情報発信を行

います。 

・デジタル技術を活用し、全国や海外に対して北栄町の魅力や定住に向けての情報を発信します。

また、オンライン相談などの充実を進めます。 

 

⑥ 健全な財政運営 

 

・効率的で質の高い行政サービスを提供するため、ＡＩやＲＰＡなどの最新テクノロジーを導入し、事

務業務の効率化を進めます。 

・デジタル技術を活かしたふるさと納税のＰＲにより、自主財源の確保に進めます。 

・デジタル技術を活かした徴収や収納の分野の効率化を検討します。 

・現地訪問時の訪問記録や情報共有のデジタル化により、住民対応の質の向上と効率化を図りま

す。（時間短縮と情報共有の簡素化） 

・デジタル技術による仕事の効率化やデジタル化社会への対応を更に進めるため、職員の研修の拡

充や外部人材の活用を進めます。 
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第５章 推進体制及び進行管理 

 

１ 推進体制 

 

 デジタル施策を総合的・効果的に推進するため、庁内に次の推進体制を構築します。 

● CIO(最高情報責任者)に副町長を配置し、CIO補佐官は外部人材を活用します。 

● 総務省発出の自治体DX推進計画に記載されている重点取組事項６つそれぞれでPT(プロジェク

トチーム)を発足します。 

● PTは、CIO補佐官の助言を受けながら施策を推進していきます。PTの進捗管理は事務局である

総務課が行い、CIOに進捗報告します。事務局は、進捗管理の他に必要であれば、全庁横断的な

調整や環境整備を行います。 
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２ 進行管理と評価 

 

 本計画の推進に当たっては、年度単位で「Plan (計画)-Do(実行)-Check(検証・評価)-Action

(改善)」といった、PDCAサイクルによる進行管理を行い、施策の成果を定期的に検証・評価し、施策の

改善を進めます。 

 
 

３ 人材の育成と確保 

 

 本計画の推進に当たっては、本町の推進体制における役割に応じ、職員のデジタル人材としての育成

及び、地域内外の人材の活用により、必要な人材の確保を図っていきます。 

 

・すべての職員が、デジタル技術やデータの活用が当たり前となる業務に対応するために、経済産業省

が定めるデジタルリテラシー標準を踏まえ、デジタルリテラシーの向上（セキュリティリテラシーも含

む。）、日々進展するデジタル技術等を学び続け、自らの業務をよりよいものに変革していくマインドセ

ットの習得ができるよう、研修や研鑽への支援を進めます。 

 

・CIO及び本計画の推進をになう部門の職員は、一般職員に求められるデジタルリテラシーやマインドセ

ットに加え、デジタル技術及び国、他自治体、民間等におけるDX等の情勢について習得するととも

に、職員及び北栄町内の人材育成にむけ、研修等を企画実施します。 

 

・本町の職員として確保することが難しい、専門的な知識・技術を有するデジタル人材については、複業

人材など外部人材の活用を進めます。 

 

※自治体DX推進手順書２．０版「４ 推進体制の整備」を基に作成 

 




